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Abstract

 One of the important issues to be considered in disaster affected areas is that 
disaster awareness becomes low gradually as time passes. Disaster education in school 
is effective to raise awareness of not only students but also their family members and 
community. The purpose of this paper is to propose effective and necessary school 
disaster education programs in disaster affected areas based on the results of the 
questionnaire survey which targeted students and teachers in Kashmir, Pakistan. The 
questionnaire survey to students identified lessons and experiences of past disaster are 
important for affected students and students who do not have disaster experiences. 
Teachers also recognize importance of lessons and experiences. According to the 
survey, this paper proposes implementation of essay and drawing competition and 
utilization of essay and drawing as textbook of disaster education in order to collect, 
share, and transfer disaster experiences.
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１．はじめに
　１９９５年の阪神・淡路大震災をきっかけに個人や地
域レベルでの防災の重要性が認識されるとともに，
防災教育の必要性が認識された。世界においても，
防災教育の重要性は認識されており，２００５年に神
戸で開催された国連防災世界会議においても，
「Knowledge, Innovation and Education: Building 
a Culture of Safety and Resilience」として，教育
のセッションが開催された（UNISDR，２００９a）。
この会議で採択された兵庫行動枠組みの優先事 
項の一つにも，教育が言及されている。これまで
にも教育の重要性は，多くの人によって実証され
てきた（Radu, １９９３; Kuroiwa, １９９３; Arya, １９９３; 
Andrews et al., １９９８; Frew, ２００２; Shaw et al., 
２００４）。
　現在では多くの研究者や実務者が学校防災の分
野で研究や実務活動を行っている。学校は，生
徒，教師，生徒の親に対しての意識向上に大きな
役割を果たす（Shaw＆Kobayashi，２００１）。国連防
災戦略も，生徒は脆弱なグループであることと，
また地域の意識向上に役立つとの理由で，学校に
おけるキャンペーンを実施してきた（UNISDR，
２００９b）（UNISDR, ２００９c）。学校防災においては，
建物の安全と防災教育が重要な要素と指摘されて
いる（Izadkhan, ２００４; Dixit, ２００４; Wisner et al., 
２００４; COGSS, ２００７a, COGSS, ２００７b）。建 物 の
質の改善は，特に地震災害に対しては有効な対策で
あり，質の改善は，それが行われた直後から効果を
発揮する対策である。しかし，教育は建物とは異な
る視点で見る必要がある。生徒に対する教育を考え
た場合は，今すぐできる対策を知識として提供する
ことで対策が促進させることもできるだろう。しか
し，生徒が大人になってから適切な防災に対してア
クションを起こすための意識向上という視点も必要
である。このように考えた場合，防災教育は長期的
な防災対策としても考える必要がある。
　このように学校で行う防災教育は防災の重要な
要素である。
　学校防災教育の研究については，その歴史，教
材開発，現状の調査，実践に関するものなど，多
岐に渡る。城下ら（２００７）は，学習指導要領の変

遷と防災教育の関連性を明らかにしている。瀧本
ら（１９９９）は地震防災教育のソフトウェアを作成
し，伊村ら（２００１）は兵庫県などの作成した副読
本の研究を行った。石澤ら（２００１）は横浜市の中
学校の防災教育の現状を調査した。また，教師は
防災教育の認識を変えることが必要であると指摘
されている（Shiwaku et al., ２００６）。近年では，神
戸学院大学防災・社会貢献ユニットが学習指導要
領の範囲内で実施できる防災教育プログラムの開
発を行っている。これは，通常の科目教育と防災
教育を統合しようとする試みである。また，学校
とは異なるが，渥美（２００６）は，「防災と言わない
防災」教育を指摘しており，「遊び」と防災教育を
統合している。しかし，被災地とそうでない地域
での防災教育の違いについての研究や被災地特有
の問題を扱った防災教育に関する研究は見られな
い。兵庫県立舞子高等学校は，神戸市に位置し，
１９９５年の阪神・淡路大震災を契機として，２００２年
に環境防災科が設置された。高等学校での防災の
専門学科は世界でも見られない。被災地での防災
教育を対象とした場合，環境防災科の防災教育は
一つの事例として考えられる。環境防災科の防災
教育は，阪神・淡路大震災の教訓を生かした防災
教育であり，被災地であるから可能な教育プログ
ラムであるものがある（塩飽，２００４）。また，語り
部や被災者から被災体験を聞くという教育もある
が，彼らの出前授業という形を取らなければ被災
地限定の教育となることが多いと考えられる。こ
れらは，防災教育を行う側についてである。一
方，教育を受ける側，学校で言えば生徒の違いも
ある。被災地であれば，被災後から十数年は被災
経験を持つ生徒がいることになるが，被災地でな
いところでは，多くは被災経験をもたない生徒が
いる。また，被災地においても，十数年以降は，
地域として被災経験を持つ（被災者がいる）が，
生徒は被災経験がないという状況に陥ることにな
る。その後は，多くの人が被災経験を持たない地
域となる。被災地の問題としては，防災意識の風
化現象が問題としてあげられる（三浦，２００２）。こ
れは，被災地内での過去の災害の伝承など，被災
地にはそうでない地域とは異なる防災教育の取り
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組みが必要であることを示している。また，災害
経験の学校防災教育への活用が被災地の今後の防
災にとって重要であると考えられる。
　本研究は，防災意識の風化現象を射程に入れた
災害被災地の災害経験の学校防災教育への活用に
関するものである。研究実施には，子どもを含め
た被災住民が居住し，彼らの記憶が具体的なもの
として残っている地域に着目する必要がある。パ
キスタンのカシミール地方では，２００５年１０月８
日，マグニチュード ７．６ の地震が発生し，７３， ３３８
人の死者，１２８， ３０４人の負傷者，５０万人の被災者
を出した（アジア防災センター，２００９）。パキスタ
ン・カシミールのバーグ地方では，学校を対象と
した防災教育の継続した取り組みがなされていな
い（塩飽，２００９a）。今後，防災教育を実施する必
要がある地域と言える。
　本研究は，被災地に必要な防災教育に関する，パ
キスタン・カシミールのバーグ地方（Tehsil Bagh）
での事例研究である。現在の防災教育の現状及び
災害経験の防災意識向上に対する役割を把握し，
現在及び将来の被災地において実施可能かつ効果
的な防災教育プログラムを提案するものである。
本研究においては，バーグ地方の生徒と教師を対
象にアンケート調査を実施し，調査結果を基に防
災教育プログラムを提案する。

２．生徒と教師の意識
２．１　アンケート調査概要
　パキスタンの行政区画は，バロチスタン州，シ
ンド州，パンジャブ州，北西辺境州，イスラマ
バード首都圏，連邦直轄部族地域，アーザード・
ジャンムー・カシュミール，ギルギット・バルティ
スタン地域に分かれている。アーザード・ジャン
ムー・カシュミールは，現地では，Azad Jammu 
Kashmir（以下，AJK）と表記されており，行政中
心地はムザファラバードである。District Bagh
は，AJKの一つのDistrictであり，Tehsil Bagh，
Tehsil Dheerkot，Tehsil Havailyで構成されてい
る。Tehsil BaghはDistrict Baghの中心地域であ
り，本論においてはバーグ地方と表記することと
する。図１は，バーグ地方及び２００５年の地震の震

央の位置を表している。地図上の濃色部分は，被
害の大きかった地域を表しており，バーグ地方で
の被害が大きかったことが分かる。
　被災地の今後の大きな課題としては，防災意識
の風化をどのようにして防いでいくかということ
があげられる。教育においても考慮すべき課題で
あり，災害の教訓や経験は風化防止に役立つと考
えられる。
　アンケート調査は，２００５年パキスタン地震被災
地であるバーグ地方の生徒と教師を対象に行っ
た。アンケート調査票は学校の教師へのヒアリン
グ，現地NGOとの討議を通して作成された。英
語で作成し現地NGOにより現地語であるウル
ドゥ語に翻訳された。アンケート調査の結果によ
り，防災教育プログラムの開発をするため，目的
は以下の通り設定した。
生徒への調査
・地震の被害を明らかにする
・地震前と地震後（現在）の防災意識の違いを把
握する
・防災教育に対するニーズを把握する
教師への調査
・行ってきた防災教育の内容を明らかにする
・防災教育教材の使用の有無を把握する
・防災教育実施における問題点を明らかにする
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図１　２００５年の地震による被災地
 （ReliefWeb Map Center（２００５）公表図を
基に著者作成）



塩飽・藤枝・竹内・ショウ：学校防災教育における災害経験の活用に関する研究

・防災教育実施に対する課外授業時間の活用可能
性を把握する
　アンケート調査の対象者数は，生徒１５校３６４人，
教師１３校１０２人である。生徒の一部は，１０学年終
了後は予科カレッジレベルとなる。また，２００５年
の地震についての調査を含むため，震災時の記憶
を保有していると考えられる１０歳以上の生徒を対
象としたため，本調査では，７～１０年生（１３歳から
１７歳）を調査対象としている。教師に関しては，
防災教育はどの教科からでも実施可能であるた
め，教科を特定せず，調査を実施した。また，生
徒，教師共に，２００５年の地震時にバーグ地方に居
住していた人を調査対象とした。写真１及び２は
調査中の様子である。調査は現地NGOが各学校
に訪問し，各質問の説明，記入方法及び専門用語
の説明をした後，調査を実施した。また調査中に

おいても，対象者が質問を理解できるよう，質問
を随時受け付けることとした。災害サイクル（抑
止，軽減，応急対応，復旧，復興）などの対象者
にとって不慣れな用語に対しては，事例を紹介
し，用語の意味，相互の違いを理解できるように
説明を与えた。

２．２　アンケート調査結果（生徒）
　生徒を対象としたアンケートの集計結果を以下
に示す。
　表１は，２００５年パキスタン地震による家屋の被
害についてである。７０％近くの生徒の家屋が全壊
したと回答した。被害がなかったと回答した生徒
はわずか１％であった。ほとんどの生徒が被災者
であり，復旧・復興の経験を持っていると考えら
れる。

　表２は，地震前と地震後（現在）に関して，災
害サイクル（抑止，軽減，応急対応，復旧，復興）
の各要素のどれが重要であるかの認識を問うた質
問の結果である。地震前は３分の２以上の生徒が
どの要素が重要であるか考えたことがないと回答
している。その他の生徒の多くは被害抑止が重要
であると回答している。また，地震後は，６６％の
生徒が，被害抑止が重要であると考え，一方で考
えたことがないと回答した生徒はわずか５％であ
る。この地震前後の生徒の意識の変化は，多大な
家屋被害等，生徒が地震災害を経験したことによ
る影響であると考えられる。この結果から，災害
の経験が，防災を考えるきっかけになったことが
分かる。政策や社会システムの改善，地域での活
動，家族間での過去の災害の伝承，学校での防災
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表１　地震による家屋被害
（設問：あなたの家は２００５年の地震でどのような被害
を受けましたか。）

割合（％）度数
 ６８．３２４８全壊
 ２１．２ ７７半壊
  ８．８ ３２一部損壊
  ０．６  ２家具転倒
  １．１  ４被害なし
１００．０３６３合計

写真１　生徒への調査

写真２　教師への調査
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教育などの取り組みが行われなければ，対象地域
に災害経験を保有しない人々が多数を占める状況
になったときには，防災を考えたことがないとす
る生徒が，地震後の結果と比べて増加することが
予想される。学校での防災教育を一つの解決方法
と考えた場合，過去の災害を活用することが重要
な要素になると考えられる。

　表３は，防災において重要な人や機関について
質問した結果である。生徒は選択肢から重要だと
思うものを２つまで回答している。地震前に関し
ては，考えたことがない生徒が４３％であり，家族
と回答した生徒が３８％であった。地震前は，防災
について考えていなかったか，個人レベルで行う
ものと考えていた生徒が多かったことが分かる。
また，地震後に関しては，　４割近くの生徒が政府
が重要であると回答している一方，家族と回答し
ている生徒が地震前の回答と比較すると，４６人減
少している。また，自治体，現地NGOに対する
重要性が増している。現地NGOへの聞き取りに
よると，復興段階において，政府からの補償金を
得るため，政府や自治体が果たした役割を見てい
ることから，政府や自治体が重要であるとの認識
が生まれているとの回答を得た。また，生徒の多
くは家屋を失った経験を持つことから，地震が発
生すると個人レベルでは対応できないと考えてい
ると思われる。しかし，個人や地域レベルでの防
災は重要な要素である。生徒が，政府や自治体の
みならず，個人及び地域での防災の重要性を認識
できるようにする必要がある。

　表４は，現在の生徒と将来の生徒にとって，防
災に必要と思う能力や知識についての質問に対す
る回答であり，生徒は選択肢から３つまで選択す
ることができる。ここでの将来の生徒とは，災害
経験を持たない生徒として調査を行った。選択肢
にある「イスラムでの地震のメカニズム」とは，
イスラム教における地震のことであり，これまで
の自らの行いに対する神から与えられた罰として
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表２　地震前後の防災意識
（設問：災害の被害を減らすためには，何が重要だと
思いますか（地震前，思っていましたか）。）

地震後地震前
割合 
（％）度数割合

 （％）度数

 ６６．０２３３ ２６．０ ９４被害抑止
  ９．３ ３３  １．９  ７被害軽減
  ４．２ １５  １．７  ６応急対応
  ５．７ ２０  １．９  ７復旧
  ９．３ ３３  ０．８  ３復興
  ５．４ １９ ６７．７２４５考えたことがない
１００．０３５３１００．０３６２合計

表３　地震前後の防災の主体についての意識
（設問：防災は誰が責任を持って行うものだと思いま
すか（地震前，思っていましたか）。）

地震後地震前
割合
 （％）度数割合

 （％）度数

 ２７．１ ９２ ３８．２１３８家族
 ２４．２ ８２ ２８．５１０３地域
 ３０．４１０３ ２２．２ ８０自治体
 ３８．３１３０ ２２．４ ８１政府
 ２９．８１０１  ６．９ ２５現地NGO
 １９．５ ６６  ７．５ ２７国際機関
  ７．１ ２４ ４３．８１５８考えたことがない
１７６．４５９８１６９．５６１２合計

表４　防災に必要な知識
（現在の生徒に関する設問：地震防災にはどのよう
な知識が必要だと思いますか。将来の生徒に関する
設問：例えば２０年後，地震を経験していない生徒に
とっては，どのような知識が必要だと思いますか。）

将来の生徒現在の生徒
割合
 （％）度数割合

 （％）度数

 ３３．７１２２ ４９．４ １７９科学的な地震の
メカニズム

 ３８．１１３８ ４６．４ １６８イスラムでの地
震のメカニズム

 ２８．５１０３ ３２．０ １１６地震の影響 （被害）

 ４７．５１７２ ４５．９ １６６過去の地震の教
訓や経験

 １４．９ ５４  ９．１  ３３社会や地域の状況

  ９．４ ３４  ７．７  ２８社会や人々への
貢献のしかた

 ３７．３１３５ ５５．２ ２００被害抑止
 １２．４ ４５ １３．０  ４７被害軽減
  ９．７ ３５  ５．０  １８応急対応
 １１．６ ４２ １５．５  ５６復旧・復興
２４３．１８８０２７９．３１０１１合計
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地震が引き起こされるという考えのことである。
現在の生徒に関しては，抑止の方法，科学的な地
震のメカニズム，イスラムでの地震のメカニズ
ム，過去の災害の教訓や経験の４つが，４０％以上
の生徒に重要と考えられている。実際に地震を経
験し，災害がなぜ起こるのか，過去の災害から学
び，抑止をすることが必要と考えていると思われ
る。生徒は実際に地震の経験をしているが，教訓
や経験を重要と考えていることが分かる。将来の
生徒に対する回答に関しては，NGOからの説明
の中で，子どもができたとき，その子どもはどの
ような知識が必要であるかを考えて回答するよう
生徒に求めた。回答結果からは，半数近くの生徒
が過去の災害の教訓や経験が重要であるとの結果
を得た。生徒は災害の教訓や経験を知ることが重
要であると考えていることが分かる。
　表５は，防災教育を受ける意思についての質問
の回答である。ほとんどの生徒が防災教育を受け
たいと考えており，地震を経験することにより，
防災教育の重要性を認識したと考えられる。ま
た，防災教育を実施できる可能性のある地域であ
ると考えられる。３．６％の生徒は，「受けたくない」
と回答した。現地NGOへの聞き取りによると，
生徒が防災に興味を持っていないことが理由であ
ると考えられるとの意見を得た。この結果からも
対象地域において防災教育を実施することは可能
であり，必要であると考えられる。

２．３　アンケート調査結果（教師）
　教師に対して実施したアンケート調査の主要な
結果を以下に示す。
　表６は，地震前と地震後での防災教育の実施状
況に関する回答である。地震前は７６％の教師が防
災教育を実施したことがないと回答しているが，
地震後は８０％以上の教師が防災教育を実施したこ

とがあると回答している。現地NGOによると，
回答している防災教育とは，災害や防災の専門知
識を得た上で実施しているわけではなく，２００５年
の地震について話を生徒に対して，もしくは生徒
としている状況である。表１によると，ほとんど
の生徒が家屋の被害を受けていることが分かっ
た。これは教師も同様の状況であったものと考え
ることができる。生徒や教師が同様に災害経験を
持っており，さらに彼らが災害後の復旧・復興プ
ロセスに身をおいていた状況であったため，防災
に関する話をする機会があり，それが防災教育と
して回答されたと考えられる。

　表７は，現在行っている防災教育の実施方法に
ついての回答であり，該当する選択肢はすべて選
択されている。主な実施方法は講義形式で行うも
のと生徒との質疑応答で行うものであり，ともに
５０％以上の教師がこの方法により防災教育を行っ
ている。これは主に通常の科目教育の時間に行っ
ているからと考えられる。通常の科目教育の一般

８８ 

表5　防災教育を受ける意思
（設問：あなたは防災教育を受けたいですか。）

割合（％）度数
 ９６．４３４８受けたい
  ３．６ １３受けたくない
１００．０３６１合計

表6　防災教育実施状況
（設問：あなたは学校で，災害や防災について教えた
ことはありますか。）

地震後地震前
割合
（％）度数割合

（％）度数

 ８１．６８０ ２３．２２３したことがある
 １８．４１８ ７６．８７６したことがない
１００．０９８１００．０９９合計

表7　防災教育実施方法
（設問：あなたはどのようにして災害や防災を教えた
ことがありますか。）

割合（％）度数
 ５８．８ ５７講義
 ５３．６ ５２生徒と教師の質疑応答
 ２０．６ ２０生徒間のディスカッション
  ４．１  ４生徒によるプレゼンテーション
  ６．２  ６フィールドビジット
  ６．２  ６生徒による情報収集
  ４．１  ４エッセー，ポエムなどのコンペティション
 １４．４ １４授業時間以外での生徒との会話
  ４．１  ４その他
１７２．２１６７合計
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的な進め方としては，教師が教科書に沿って講義
をし，関連する質問を生徒に与え答えさせるもの
である。この進め方が教師の防災教育においても
活用されていることが分かる。このような防災教
育の実施方法は，生徒にとっては受動的な教育で
あり，能動的に行うことができる防災教育が必要
であることが分かる。
　表８は現在の防災教育教材の使用状況について
の回答である。３７％の教師が使用したことがある
と回答しており，多くの教師が使用している状況
ではないが，使用している教師もいる。現地
NGOへの聞き取りによると，ここで回答されて
いる教材とは，政府や自治体などから定められた
ものではない。定められた教材はなく，地震後に
実施された復興プロジェクト等で配布された防災
パンフレット等を示したりすることによって，使
用しているという回答をしていると考えられる。
現地では防災教育教材として使用されているもの
はまだ開発されていない状況と言える。

　表９は，地震の前後において，防災教育を実施
するにあたっての問題点についての回答である。
選択肢のうち３つまで回答している。地震前に関
しては，９０％以上の教師が災害経験の欠如を問題
点としてあげている。次いで，訓練された教師の
不足，知識の欠如が指摘されている。一方，地震
後については，災害経験の欠如を問題とする教師
は約２０％であるが，８０％以上の教師が，訓練され
た教師の不足が問題点であると指摘している。教
師の意識としては，防災教育を実施するには教師
の訓練が必要という考えがあることがうかがえ
る。次いで問題点として回答されているのは，カ
リキュラムの不備，防災に関する知識の欠如，時
間の不足であった。地震前と地震後を比較する

と，災害経験の欠如を指摘する教師は大きく減少
している。知識の欠如の割合は，３０％近く減少し
ている。しかしながら，地震後であっても３５％以
上の教師が知識の欠如を問題点として回答してい
る。また，時間の不足が２０％以上増加している。

　表１０は，防災教育促進に対してのニーズについ
ての回答である。選択肢のうち３つまで回答して
いる。表９では訓練が問題点としてあげられてい
たので，ここでは訓練が最も高いニーズとしてあ
げられている。また教材やガイドラインに対する
ニーズも他の要素と比べて高いことが分かった。
表８では，　４割近くの教師が，教材の使用経験が
あることが分かったが，それらの教材には満足し
ていないことが窺える。

８９

表8　防災教育教材の使用状況
（設問：あなたは，２００５年の地震後，防災教育の教材
を使用したことがありますか。）

割合（％）度数
 ３７．３２８使ったことがある
 ６２．７４７使ったことがない
１００．０７５合計

表9　防災教育実施における問題点
（設問：防災教育を実施するには，何が問題となって
いますか（地震前，なっていましたか）。）

地震後地震前
割合
（％）度数割合

（％）度数

 １９．７ １５ ９２．１ ９３災害経験の欠如
 ３５．５ ２７ ６２．４ ６３防災に関する知識の欠如
 ４４．７ ３４ ２９．７ ３０カリキュラムの不備
 ３４．２ ２６ １０．９ １１時間の不足
 １５．８ １２ ２３．８ ２４優先度の低さ
 ８４．２ ６４ ６３．４ ６４訓練された教師の不足
  ０．０  ０  １．０  １その他
２３４．２１７８２８３．２２８６合計

表10　防災教育促進に対してのニーズ
（設問：防災教育実施のため現在の状況をより良くす
るには，何が必要ですか。）

割合
（％）度数

 ４３．６ ４４教材
 ６４．４ ６５ガイドライン
 ７６．２ ７７教師への訓練
 ３４．７ ３５自治体からのサポート
 ３１．７ ３２NGOなどの専門機関からのサポート
 ２０．８ ２１カリキュラムの開発
  １．０  １その他
２７２．３２７５合計
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　表１１は，生徒にとって必要な知識についての回
答である。選択肢のうち３つまで回答している。
地震のメカニズム（科学的，イスラムともに）につ
いて知る必要があると考えている教師が多い。次
いで，過去の地震の教訓や経験，被害抑止につい
て知る必要があると考えている。これらは現在の
生徒が自分たちに必要であると考えている知識に
ついての回答と似た傾向を示している。教師への
ヒアリングでは，地震については自然現象である
との認識を持つ教師がほとんどであった。しかし，
本調査では，イスラムにおける地震のメカニズム
についても知る必要があるとの回答が過半数であ
る。これについて，現地NGOに聞き取りを行っ
た。近年，敬虔なムスリムが減少しており，教師
はそれを危惧している。そのため，地震自体は自
然現象であることは分かっているが，イスラムの
教育として，イスラムにおけるメカニズムも教え
るべきだと考える教師が多いということであった。

　表１２は，課外授業の活動を示したものである。
選択肢の中からこれまで実施したものが回答され
ている。課外授業は，学校が個別に内容，時間を
決めて行うことができる。本研究においては，生
徒が能動的に行える防災教育を目指しており，通
常科目時間で実施が困難であるとの考えから，課
外授業での教育プログラムの提案を目指してい
る。回答結果では，ディベート及びスピーチが最
も行われている活動であり，　７割前後の教師が実

施している。ダンス以外の活動に関してもディ
ベートやスピーチほどではないが２０％以上の教師
が実施した経験を持っている。

　表１３は，課外授業活動の実施頻度を表している
ものである。４０％の教師が月に一度という回答で
ある。これを含めて，月に一度以上実施している
教師が，７５％以上である。また，教師への聞き取
りでは，自治体から週に２時間以上行うことを目
標とされているということも分かった。これらの
ことから，頻度に関しては，課外授業の時間で防
災教育を行うことは可能であると考えられる。

　表１４は，課外授業の時間を防災教育に活用でき
る可能性についての回答である。８０％以上の教師
が活用できると回答している。表１３及び教師への
聞き取りにより，課外授業の時間の増加が見込ま
れるため，この時間を通して防災教育を行える可
能性は高いと考えられる。

９０ 

表11　生徒に必要な知識
（設問：学校での防災教育により，生徒はどのような
知識を得る必要があると思いますか。）

割合（％）度数
 ５７．４ ５８科学的な地震のメカニズム
 ５７．４ ５８イスラムでの地震のメカニズム
 ２７．７ ２８地震の影響（被害）
 ４１．６ ４２過去の地震の教訓や経験
 １０．９ １１社会や地域の状況
 １４．９ １５社会や人々への貢献のしかた
 ３８．６ ３９被害抑止
  ５．９  ６被害軽減
 １０．９ １１応急対応
  ８．９  ９復旧・復興
２７４．３２７７合計

表12　課外授業活動の状況
（設問：課外授業ではどのような教育活動を行ったこ
とがありますか。）

割合（％）度数
 ２９．７ ３０エッセー
 ２７．７ ２８ドローイング
 ６８．３ ６９ディベート
 ７２．３ ７３スピーチ
 ２９．７ ３０ドラマ
  １．０  １ダンス
 ２１．８ ２２校外学習
２５０．５２５３合計

表１３　課外授業の実施頻度
（設問：どの程度，課外授業を行っていますか。）

割合（％）度数
 １９．６ ２０週に１回
 １５．７ １６月に２回
 ４０．２ ４１月に１回
 １４．７ １５年に５～１０回
  ８．８  ９年に１～４回
  １．０  １したことがない
１００．０１０２合計
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３．教育プログラムの開発
３．１　災害経験の防災教育への活用：兵庫県の経験
　兵庫県は１９９５年の阪神・淡路大震災の被災地で
あり，そこで行われている防災教育は他の被災地
でも適用可能なものとなる可能性がある。兵庫県
や神戸市では，震災以降，様々な教材を作成して
きた。主な内容として，震災の体験談を教材とし
て用いていることが明らかになった（塩飽，
２００９b）。それらの体験談について生徒に考えさ
せたり，ディスカッションを用いたり，生徒に
とって能動的な活動を引き出すことを目的とされ
ていた。これらの教材の目指しているものは，能
動的に阪神・淡路大震災の経験や教訓の伝達をす
ることであると考えられる。
　今回実施したアンケートでは，教師及び生徒，
それぞれから教訓や経験を知ることが重要である
と認識していることが明らかになった。注目すべ
きことは，２００５年の地震を経験した生徒であって
も，教訓や経験を知ることが必要であると考えて
いることである。アンケート調査においては，「経
験」と「教訓」を並列に扱った。防災教育におい
ては，「経験を知る」や「教訓から学ぶ」など，経
験や教訓の重要性が認識されている。しかしなが
ら，それらの違いについては具体的に述べられて
いない。兵庫県立舞子高等学校は阪神・淡路大震
災の７年後の２００２年に環境防災科を設置した。環
境防災科の教師に聞き取りを行ったところ，過去
の生徒は震災の経験があったため，教訓を教えた
としてもそれを実感できていたが，近年の生徒は
震災の経験がなく，教訓のみを教えたとしても，
実感しにくくなってきている。そのため，教訓を
教える際はそれに付随する事実も教えるようにし
ているそうである。ここでの「付随する事実」が

経験と捉えることができる。従って，教訓と経験
は区別して考える必要があり，教訓を理解するた
めにも経験をまず知ることが必要である。

３．２　アンケート調査結果の考察
　教育プログラムを開発するために重要な，アン
ケート調査からの知見は以下の通りである。
・災害を経験することは防災を考えるきっかけに
なる（災害経験を後世に伝承しなければ，将来
の子どもは防災を考えるきっかけを失う可能性
がある）
・防災教育のニーズがある
・現在の防災教育では能動的な活動があまり行わ
れていない
・防災の知識の欠如，カリキュラムの不備，時間
不足，訓練不足が教師における問題である
・教材，ガイドライン，訓練が教師のニーズであ
る
・課外授業は防災教育として活用可能である
　教師の立場としては，時間が確保され，カリ
キュラムが整備され，それに沿った教材及びガイ
ドラインが開発されれば防災教育を実施できると
考えていることが窺える。また，教師を対象に
行った聞き取り調査では，防災を知らないので防
災教育を行うことができないという意見が聞かれ
た。それを解消するための訓練が必要とされてい
ると考えられる。このように，防災教育は教師自
ら積極的に行うものではなく，外部から与えられ
れば実施できるという外部依存の姿勢が教師には
見られる。アンケート調査結果では，時間の不足
が防災教育実施における主な問題点の一つとして
あげられたが，防災教育は通常の教育とは別の時
間に行うものであるいう教師の意識が表れている
回答だと考えられる。
　さらに，防災教育のためのカリキュラムを整備す
ることによって，一定水準の防災教育を実施するこ
とは可能であるが，地域の実情やニーズに沿った学
校独自の教育の実施は困難になる（Shiwaku et al., 
２００６）。学校の防災教育における教師の役割は，防
災の知識を伝達することではなく，防災教育の場を
形成することである（Shiwaku，２００７）。これは教

９１

表14　課外授業の防災教育での活用の可能性
（設問：課外授業の時間を防災教育の時間として活用
することは可能だと思いますか。）

割合（％）度数
 ８３．６１０２活用できる
 １６．４ ２０活用できない
１００．０１２２合計
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師が防災の専門知識を有していなくても，防災教
育は実施できることを示している。しかし，この
考えは，上記の聞き取り調査での教師の意見とは
異なる。また，防災は，自然科学や社会科学など
多岐に渡るものであり，教師がすべてを網羅する
ことは現時的には困難であろう。教師の意識を喚
起すべく，特別な訓練を必要とせず，教師が実施
できる防災教育プログラムの提案することは重要
である。
　アンケート調査の知見及び考察から教育プログ
ラム開発のポイントを以下にまとめる。
・現在の生徒が保有している災害経験を生徒同士
で共有する
・現在の生徒が保有している災害経験を収集し，
教材として使用する
・防災に関する専門知識がなくとも実施できるプ
ログラムとする
・課外授業を念頭においた教育プログラムとする
・教材化した災害経験を扱うためのガイドライン
を開発する
・ガイドラインは，生徒にとって能動的なプログ
ラムの実施方法を提供する

３．３　防災教育プログラムの提案
　各種のコンペティションは，パキスタンでは課
外授業として実施される一般的な教育活動であ
る。調査によれば，ディベートやスピーチが最も
頻繁に行われている教育活動であった。しかし，
本研究では，災害経験を収集し教材化することを
考えており，経験を物理的な形として収集するこ
とで教材化を促進することができると考える。そ
の点において，エッセーやドローイングは，生徒
が書いたものそのものを災害経験として扱うこと
ができる。本研究においては，エッセー及びド
ローイングコンペティションを災害経験を共有・
収集するための防災教育プログラムとして提案す
る。著者の研究（Shiwaku, ２００８）によれば，災害
発生時，応急対応時だけでなく，復旧・復興時の
ことも学ぶことが生徒にとって重要としている。
従って，エッセーやドローイングにおいては，地
震発生時のことだけを書くのではなく，復旧・復

興についても着目する必要がある。書かれたエッ
セーとドローイングはそのものを教材として扱う
ものとする。
　図２は，コンペティションと教材化の関係を示
したものである。コンペティションは，現在の生
徒同士での経験の共有プロセスであり，経験の収
集プロセスである。それらのエッセーとドローイ
ングは，将来の生徒から見ると，過去の災害経験
集である。将来の生徒がそれらにアクセスする
（経験を読む・見る）ことは，現在の生徒から将来
の生徒への災害経験の伝達プロセスである。ま
た，現在の生徒が他の生徒の経験を知ることは経
験の共有である。このように，コンペティション
を実施し，作成されたエッセーやドローイングを
活用することで，災害経験の収集，共有，伝達が
可能となる。ここで提案した教育プログラムは，
災害経験の収集，共有，伝達が可能な防災教育で
あり，伝達に関しては，将来の生徒のみならず，
被災地外の人への伝達も可能である。
　また，実施においては，災害経験の収集，共
有，伝達を行うプログラムの実施方法を説明する
ガイドラインが必要となる。そのためには，収
集・共有プロセスであるコンペティションの実施
方法，伝達プロセスである経験の教育としての活
用方法が主な内容となる。コンペティション実施
方法としては，エッセーやドローイングだけでな
く，現地でより頻繁に実施しているスピーチや
ディベートでの経験の収集・共有も含めることで
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図２　教育プログラムのコンセプト
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より現地で実施しやすいものとなると考えられ
る。経験の教育としての活用方法としては，エッ
セーやドローイングを読む・見るだけでなく，よ
り能動的な活動を提案することが望まれる。著者
の研究（塩飽，２００４）によると，生徒間の討議や，
生徒によるプレゼンテーションが有効であるとさ
れている。従って，そのような教育活動の導入方
法も記載することにより，教師が自ら防災教育を
行うことを容易にする必要がある。
　アンケート調査の結果によると，教師は訓練を
必要としていることが明らかになった。しかし，
本論で提案している防災教育は，防災や災害の専
門知識を提供するものではなく，現在の教育活動
と防災教育を統合したものであり，ガイドライン
を提供することにより，教師用の特別な訓練を行
わずとも教師が実施できると考えられる。

４．結語
　本研究においては，アンケート調査の結果を基
に災害被災地において必要かつ実施可能な防災教
育プログラムとして，過去の災害経験の収集，共
有，伝達を目指すコンペティションの実施と教材
の開発，及び教材の活用方法を記載したガイドラ
インの提案を行った。提案したプログラムを実施
することにより，被災経験を持つ生徒にとって
は，自らの経験を振り返る機会となり，また，他
の生徒の経験を知り，応急対応から復旧・復興過
程の様々な側面を知る機会となる。将来の生徒に
とっては，教材を使用することにより，過去の災
害を知る機会となり，防災教育を始める際の意識
を啓発するためのプログラムとして位置づけるこ
とができる。また，過去の災害経験を知ることに
より，教訓がより実感しやすいものになる。教師
は，提案プログラムを実施することにより，専門
知識を有さなくとも防災教育を学校教育の中で実
施できることを理解することができる。アンケー
ト調査結果では，防災教育実施にあたっての問題
点として，災害経験の欠如を指摘する教師が，地
震前後で比較すると大幅に減少していた。本研究
の提案プログラムの実施をきっかけとして，教師
の災害経験を活かした，教師による教育プログラ

ムの開発も可能となると考えられる。このように
提案プログラムは，被災地の生徒のみならず教師
にとっても効果的なものになると考えられる。学
校としては，コンペティションを実施することに
より，学校独自の教材を作成することができる。
バーグ地方では，地震から４年近くの歳月が経過
している。災害経験を保有している生徒が在学中
に，彼らの経験を収集することが求められる。
　本研究では，比較的長い時間を確保することが
できる課外授業時間での防災教育実施を念頭にお
いてプログラムの提案を行った。しかし，これは
通常科目の時間を活用した防災教育が困難である
ことを意味するのではない。通常科目時間内で提
案プログラムを行うことにより，カリキュラムの
一部として考慮されることも期待される。
　しかし，提案した教育プログラムのみで防災教
育が成立するわけではない。ハザードそのもの
や，実際の対策について生徒が学ぶ必要もあるだ
ろう。防災は様々な状況を想定して対策を行う必
要があるが，災害経験のない生徒にとっては，応
急対応から復興期までを含めた災害時の状況を想
像することは困難である。また，災害を経験して
いたとしても，様々な状況があることを知る必要
がある。災害経験を収集・共有することは，個人
個人の状況を知ることであり，将来の災害時の状
況を想像する一助となる。経験を学んだ後に，ハ
ザードや対策の学習，防災訓練などを行うことに
より，より災害を実感し，学習や訓練の効果を高
めることができると考える。
　本研究においては，調査結果からの教育プログ
ラム提案であり，実際に現地に適用し，プログラ
ムの有効性評価，プログラムの改良を行っていく
必要がある。また，本研究では，収集した経験の
教材化の提案も行ったが，教材を継続して活用し
ていくには，教師の能力の向上だけでなく，行政
の協力も必要となってくる。また，バーグ地方に
おいては，防災を専門とした研究機関がなく，防
災を専門としているNGOがあるのみである。こ
のことからも，NGOの協力も必要となってくる
であろう。防災教育の実践・普及における利害関
係者の関連性も今後の研究対象となってくる。
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